




(英国eポ ー ツマ ス大学)
訳 岡 本 祥 子
本稿 は去 る平成元年10月27日,T.J.T.Rooth博士
(英国ポー ツマス大学)を 招 き本学 にて行われ た講演
を翻訳 した もので あ る。講演 に先立 ち,ま ず三 井物
産 ㈱ の古家秀紀 氏 よ り,日 本 の外 国貿 易 の現 状 につ
いての説 明が あ り,続 い て首題 の講演 が行わ れ た。
また出席者 との活 発 な質疑 応答 が交わ された。 この
度 の講演 に際 しては,経 済学会,経 済貿 易研 究所,
社 団法人宮 陵会 の後援 を受 けた。 また短期 大学部 及
び大学 関係者 の方hに お世話 に なった こ とを,こ こ
で深 く感謝す ると共 に,ま た この講演 内容 の紹 介が,
諸般事情 に よ り遅 れた こ とを,お 詫 び申 し上 げ る。
なお翻訳 につ いて は,岡 田昭 男氏(本 学教 授)お よ
び鳴瀬成 洋氏(本 学助教 授)の 協 力 を頂 いた。記 し
て感謝 申 しあげたい。
今 日,英 国 と日本の経済関係について,世 界経
済 の動 向を考慮せず に論 じる事 はで きない。過去
40年もの間存続 して きた多角貿易主義 の道を今後
もとるのか,そ れ とも地域的経済 ブロ ックを強化
す る方 向にい くのか,国 際経済関係は今や重要 な
選択 を迫 られ ているのであ る。
日本 は,優 勢 な経済力,進 んだ技術r強 い競争
力,そ してまた金融的強 さを持 っているので,製
品 と資金 の調達 が容易な世界の開放経済体制の維
持 に強い関心を もつであろ う。歴史的に}近 代資
本主義の時代に も,経 済的 に強い力 を持 っていた
国は,こ の開放体制を選好 し,そ してこのよ うな
体制の経済的安定を もた らした。 自由主義 に基づ
き,新 古典派の伝統の中にあ るエ コノ ミス ト達 は
多角主義を支持 した。何故 ならそれは福祉 と経済
の効率 を最大限 に活用で きるからである。 しか し
なが ら,誰 もがそれを信 じたわ けではない。 その
様 な体制 は経済力が不均等に分配 された場合 に繁
栄す る傾 向にあった。過去 の経験 に よれぽ,つ ま
り自由貿易体制 は,経 済的指導力 か らグローバル
な利益 を受 ける覇権国家 が多角的 国際経済 を,積
極的に創設 しよ うとす る時 に確立 され る。 この様
な国家 は少 な くとも輸入政策を通 じて,そ して経
常収支 の黒字を対外貸付 に役立たせ ることによ り
その体制を安定 させ る役割をになっている。
歴史過程 の3つ の局面の概略を示す ことよ りこ
の ことを明 らかにしよ う。
1)1914年以前,英 国 の時代
19世紀 中葉,開 放的な国際 システムは,英 国の
関心事 であった。 とい うのは,そ の中で,企 業家
は英国の産業上 の リーダーシ ップ と競争力を利用
し低廉 な食糧 と原材料 を入手す る ことが出来たか
らである。 日本 と同様,英 国は人 口増加 によって
食料 の供給 を圧 迫 され て い る資源 の乏 しい国 で
あ った。国際経済の幕開けは,主 として英国の行
動 の結果であった。工業化 を実現 した英国は,保
護主義を放棄 し(独国の経済学者 リス トが述べたよ
うに,繁 栄の頂点に到達 した時に恩恵を受けた もの
を捨て去った),自由貿易を取 り入れた。英 国は,
潜在的な支配国 として,他 国を引き付け るものを
もっていた。すなわち急速 に成長す る英 国市場 の
購買力,資 本財 を含む技術,資 本市場 へのアクセ
スがそれであ る。英国は又,力 の弱 い国をそのシ
ステムに包摂 し得 る十分 な軍事力 を持 っていた。
日本 との場合 も,1853年,最初 に猛然 と東京湾 に
乗 り込 んで きたの は米 国海軍 のペ リー提督の黒船
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であ ったが,英 国は米国のす ぐ後 に,徳 川幕府 と
の通商条約を締結 した。1870年迄英国 は変わ らず
国際経済の頂点 にあ り,当時南北戦争で北軍が勝
利をお さめた後の米国が,自 由貿易の流 れの外に
いたに もかかわ らず 自由貿易の時代 は全盛 を極め
ていた。そ して,世 紀 の変 り目迄に英国産業のか
つ ての栄光 は色 あせ覇権 は弱まっていった。 しか
し,ロ ン ドンは有力 な金融 の 中心地 として残 っ
た。 この事 は,英 国が1930年代 の不況期 まで自由
貿易 を維持 し得た理由の1つ で もある。 これはま
た覇権が国際経済 をいかに安定 させ るか とい うこ
とを指摘 している。 まず第一に貿易収支が依然 と
して赤字 であるに もかかわ らず,サ ービス面 か ら
の受取で,そ れを十分にカバ ーできた為 英国の
経常収支 は産業革命後一世紀以上 も黒字 を続けて
いた。即ち金本位制 の調整機構は均衡 を実現 し得
なかった。第二に この経常収支の黒字は長期対外
貸付 され ることによって還流 された。その結果,
英国は第一次大戦前 に海外投資の巨大 なス トック
を蓄積す ることになった。従 って輸入市場 を開放
す る自由貿易の維持 は,債 務国 による利払 いを容
易 に した。C.P.キソ ドルバーガーの分 析 に よれ
ぽ,国 際経済 の主導国が,国 際 システムの安定を
望むな らば,こ のことは果たすべ き不可欠な機能
の一つである。 とりわ け恐慌時 には,主 導 国は開
かれた市場を維持 し長期貸 し付 けを行 う用意が な
けれぽな らない。
2)戦 間期=覇 権国の空白期
米国は疑い もな く戦 間期 に,最 も強力 な経済力
を持 っていた。技術的に も進歩 してお り,生産性
において ライバル国よ り優位 にあ り,ま た金融面
で も強力であった。 しか しなが ら,そ の時 は空位
期間であ った。英 国はこれ まで通 り,安定化機能
をはたそ うとしたが,シ ステムを維持す る力は も
はや もっていなかった。 それに対 し米国は,そ れ
を行 い うる力があったが,そ のための適切 な政策
を遂行 しよ うとしなか った。米国は,1920年代 を
通 じて経常収支の黒字を対外貸付 にまわ したが,
1928年以降にはそれを止めた。 さらに悪い事には
1929年以降国内投資 は停滞 し,経 済 は不況 に陥 っ
た。 その うえ保 護主 義 は1930年の悪 名高 きホー
レー・ス トーム関税法 に より,さ らに強化 された。
そのため ドルの供給 は枯渇 し,こ れがた とえ世界
大不況に全責任 を負 うものでないに して も,不 況
がそ こまで深刻 にな った要 因で もあった。
英国は1931年9月に金本位制か ら離脱 し,そ の
年 の冬に 自由貿易を放棄 した。そ して1932～33年
に帝国内での経済連帯 を強化 し(オ タワ協定),ま
た北 欧諸 国 との地域的 グループの形成 を発展 さ
せ,ア ルゼ ソチ ン との重要 な貿 易協定 を締結 し
た。 この経過は付随的に英国 と日本 とを厳 しい通
商上 の衝突 に追いや って しまった。 その理 由は,
日本が当時米国向け絹の輸出の急激な低下に よっ
て痛手 を受 けていたため他 の輸 出品特 に,綿 製品
の拡大で埋 め合せを しよ うとしたか らであ った。
また フラソス,オ ランダ,日 本 の各国はそれぞれ
の域 内で閉鎖的経済 ブロック化 に踏み出す ことに
なった。要約す ると,当 時,経 済 システムを安定
させ よ うとする意思 も,ま た安定 させ うる力 も存




3)1945～1973米国優 位 の時 代興 隆期
強大な軍事力や経済力を もって,第 二次大戦後
登場 した米国は,歴 史の第3局 面で政策 を転換 さ
せた。 自国の競争力を 自覚 し,多 角的経済 を切 り
開 くために力を注 いだ。1941年と1945～46年の英
国 との2国 間 交渉,世 界銀 行,IMF,GATTな
どの国際機関の創立 にも力を注 いだ。米 ソ間 の冷
戦か ら米国は,日 本 とヨー ロッパ に経済成長 を促
進せ ざるをえなか った。 ヨmッ パにマーシャル
プラソによる援助 を供与 したばか りでな く,政 治
目的 の為 に 自国の輸 出に対 す る差別 を も黙認 し
た。1950年代 に国際貿易が次第 に自由化 されてき
たに もかかわ らず,実 際に ブレ トソウ ッズ体制が
計画 どお りに機 能 され は じめた の は,1958年に
なってからである。米国は経常収支の黒字を他国
への経済援助 と軍事支出を通 じて,ま た特 に米国
の多国籍企業 が展開す るよ うにな ると,国 際投資
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を通 じて還流 させた。経常収支は再貸 し付 けされ
たので,ド ル不足 の恐れ も弱 まった。 こ うした中
で世界経済 は未曾有の成長 を遂 げた。米 国と他 国
間の技術的 ギャ ップはそれ にかな り貢献 した こと
にな った。 米国経済 が沈 滞 してい る間 に,大 陸
ヨー ロッパ,と りわけ西 ドイツ,そ れに 日本がか
な りの速度で急成長を遂げたのだ った。1960年の
終わ り頃の西 ヨー ロッパ諸国 と,日 本の挑戦 は,
国際収支の黒字の蓄積 で,米 国 に問題を投 げかけ
ることにな った。 ベ トナム戦争 に伴 う多額軍事費
の支 出はr問 題を更に悪化 させた。即ち国際的経
済力が均衡化 している中で米国は世界の憲兵の役
割を遂行 し続 けた。そのために システムは多極化
に向かい,複 雑化す ることになった。 こ うした状
況下で,ワ シン トソが国際均衡 の必要性 に国内需
要 を適合 させ よ うとしなかったために,ブ レ トソ
ウッズ体制の崩壊 は早 まった。 ブレ トンウッズ体
制 は1971年,終焉 に向かい1973年,完全 に幕 を閉
じた。1973～74年の石油危機 か ら発 した,国 際経
済の不安定は,米 国経済の弱点の一端 を ドル価格
の下落 とい う形で示 した もので ある。つ ま り石油
メジ ャーの弱体化(7つ の うち5つ は米国)及 び
2度の中東 の危機 を通 じ米国の石油による黒字の
減少 がその原因の一部をなす ものであった。 この
ことを歴史的経験 に基づいて要約す ると,自 由経
済体制 は,力 の不均衡 な配分に結 びついてお り,
よ り均衡的 な力の配分又は よりいっそ うの多極化
はr不 安定 と,保 護主義 そ して地域主義 に結び付
いてきたのであ る。 こ うした ことは戦 間期 に非常
にはっき りと現れた。 これは,我 々が1930年代 に
み られた破局的状況を経験 しそ うである とい うこ
とを示唆す るものではない。特 にグローバルな資
本市場 におけ る,非 常 に強い金融的結 び付 きと,
多国籍企業の規模 と活動で国際経済 はきわめて異
なった状況にある。 とくに米 国,ま た ヨーロ ヅパ
には幾分厄介な傾向が現れてきてい る。
まず米国でのケースをと りあげ,世 界貿易の最
近のパ ターソのい くつかの傾 向を見,そ して特に
日本 と英国を関連 させ なが らヨーロ ッパの立場を
検討 しよ う。
米国の競争力の低下 はレーガンが政権 につ く何
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年か前か ら明 白になった。 レーガ ノ ミックスは こ
れ らの問題に対処す るための ものであ った。 レー
ガソの試みの成行 きは周知の ことに属す るので,
ここでは詳論す る必要 はないだろ う。減税 は経済
を自由にす る為の ものであ ったが,実 際には軍事
支出の増大 と結 びついたので,そ れは巨大 な財政
赤字 を招 いて しまった。 国 内貯 蓄 は低 か ったの
で,こ の為 に膨 れ上が った赤字を埋め るため に外
国資金の流入が必要 となった。資本の輸入 は ドル
高を招 き,結 果 として輸 出は落 ち込み,輸 入は急
増 し,経 常収支 は赤字へ と転落 した。北部の工業
地帯は,輸 入に伴 う厳 しい競争 に直面 した結果,
急速に落込み,工 場 は閉鎖 され,労 働老が失業 し
た。 そ して1980年代 の中頃までに お よそ,600の
保護貿易法案が議会 に提出 された。米国貿易のま
す ます 増 大 す る部 分 がNTB(非 関税障 壁)に
よって守 られた。民間団体が議会に保護貿易圧力
を加 えた。影響力を もつ貿易政策 と貿易交渉 に関
す る委員会 は,'89年初頭 に一米 国企業 が世界 市
場 で競争力 を もつが 日本市場 に参入す ることがで
・きない部門を米国政府は見極め るべ きであ り,そ
して制裁措置をち らつかせ なが ら,日 本が適切 な
輸入 を行 うよう交渉すべ きであ ると一述べた。言
い換 えれば貿易は管理 され るべ きであ ると,こ の
委員 会 は述 べ てい る。公 的 な活 動 に関 して は,
1989年1月に発効 した米 国とメキシコ,米 国 とカ
ナダの貿易協定 は地域貿易主義 の発展 とみ なして
解釈で きる。米加 自由貿易協定 は米国の保護貿易
主義者 の警戒心(カ ナダの輸出の約4分 の3は 米国
向けであった。)によって,大 いに刺激 された が,
大 きな働 きかけはカナダか らであ った とい うこと
が}注 意 されね ばな らない。 その うえ保護貿易主
義者 の ひね くれた意 外 な動 きは,日 本,ブ ラジ
ルsイ ン ドを標的 に し,ス ーパ ー301条を伴 って
到来す ることになった。
本題か ら逸れ るが,多 くの米国人が 日本 と過度
に係わ りを もって いる よ うに思xる と述 べ てい
る。 もちろん 日本 は重要 な貿易相手であ り,ま た
直接投資 の主要な源泉 とも考 えている。 しか し額
か らみ るとそ うではな くカナダ人 は,オ ソタ リ=オ
1州だけでも他の どの国 よりも米国 とよ り多 く貿
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易を してい るとカナダ人は怒 りの中に温和 さを含
みなが ら,指 摘 している。た しかに 日本か らの直
接投資 は重要 であるけれ ど,そ の額 は英 国よ り少
ない し,絶 対額 にお いて も伸 び はゆ るやか であ
る。
世界 貿易
世界 貿 易 の パ タ ー ンに おけ る最近 の変 化 の状 況
を述 べ てみ た い。
表1が 示 して い る様 に輸 出 国 と して は 日本 と
EC,輸 入 国 と して はECと 米 国 が 世 界 貿 易 の 大
きな シ ェア を 占め る よ うに な って きて い る。 世 界
輸 出額 のECの シ ェア は1981～87年の間 に34.4%
か ら40.7%に増 え,日 本 の シ ェア は8.2%か ら
9.8%に増 えて い る。 米 国 の シ ェア は低 下 して い
る が 世 界 輸 入 額 の 米 国 の シ ェア は14.2%から
17.4%に増 え,ECの そ れ は35,7%から39.2%
(米国 とECの 合計 した シ ェアは49.9%から ・r%)
に上 昇 して い る。 しか しな が ら 日本 の輸 入 の シ ェ
ア は驚 くべ き こ とに は6年 前 よ り小 さ い。
表1各 国の輸出入(%)














いる。 これはEC及 び米国か らの 日本の輸入相互
依存 関係 を反 映 してい るのだ ろ うか?答 えは
YESである,が 条件付 きであ る。 日本 の輸 入 に
占め る米国 とECの 合計 シェアは1981～87年間 に
24.1%～33.0%の上 昇を示 し,ま たECの シェア
はほぼ2倍 になっている。 しか しECと 米国か ら
の 日本の輸入依存度は相応す る輸 出依存 よりは る
かに小 さい。そ して日本の全輸 出額 はもちろん輸
入額 よ りはるかに大 きい。又,日 英間の貿易 もほ
とん ど同 じ傾向をた どっている ことがわか る。す
なわ ち1980年代の半ぽに相互依存が低下 し,1980
年代 の後半 には回復 した。やがて ドル価値 の変動






英国 3.2 3.5 3.4 2.8 2.7 3.2 3.7
輸 入
米国 17.7 ., 19.6 ・ ・ 20.023.021.2
EEC s.4 6.0 6.8 7.2 7.111.111.8
英国 1.9 1.4 1.5 1.7 1.4 2.8 a.a
出所:IMFDIRECTIONOFTRADESTATISTICS
表3は 英国の貿易依存度の変化を表わ してい る
が,そ れは英国 と日本 の相互依存の増大をも示 し
ているのである。私が見た ところこれ らの数値 で
最 も印象づ けられ るのはECと 英 国 との間 の貿 易
従 って予想 され るよ うにEC市 場,特 に米国市
場 に対す る日本の輸出依存度は増大 した。表2で
日本 の1981年輸 出の25.7%が米国に向け られ,そ
れは更 に1987年に36.7%へ上昇 してい る。一方 で
は,1986～87年にECへ の販売 は全輸 出合 計 の
14.8%から16.6%へと上昇 している。 これ は,一
部には世界輸入額 がこれ ら2つ の地域 に集中 した
結果 であ り,又 日本 からこれ ら市場への深 い浸透
を反映す るものである。 日本の生産 は国内の裕福
な消費 者 の需要 を満 た した だ けでな く,西 ヨー













関係 で あ る。 す なわ ち輸 出依存 は1981～1987年間
に44.0%から49.5%に増 加 し,英 国 のECか らの
輸 入 の割 合 は,同 年 間 に44.6%から52.8%にな っ
た 。 これ は,1970年代 に顕著 に現 われ た傾 向 を引
き継 いで い る もの で あ り,ま た英 国が 遅 れ てEC
に加 盟 した とい う事 実}そ して歴 史 的 にみ る と,
産 業 革 命 以来,ヨ ー ロ ッパ地域 へ の輸 出 に,大 き
く依 存 して い る とい う事 実 を反 映 して い る。
ヨー ロ ッパ
これまでECは 農業 と工業 に対 して対照的 な政
策 を実行 して来 た。ECは,巨 大で厄介 で費用 の
かか る農業保護 システ ムで あ る共通農業 政策 を
とっているため,日 本の農業政策につ いて,文 句
をい うことはで きなか った。それに対 してs日 本
か らみ ると,そ れほ どは っき りしないが,工 業政
策 は,か な り自由 で あった。経 済低 滞 の問題 は
1970年代 に遡 るが,そ れ は貿易制 限 を引 き起 こ
し,と りわ け 日本 に影響 を与 えた。1977年にEC
は共同体 に入 って来 る全鋼鉄製品に最低輸入価格
を課 し,そ して1978年には自主規制協定が導入 さ
れ た。1983年迄 に 自動 車,NC工 作 機 械 類,カ
ラーテ レビ,ク オー ッ時計,ハ イファイセ ット,
ビデオテープレコーダーが対 日輸入制限品 目リス
トに加 えられた。様hな 一方的制限又は双務協定
に より日本車の販売 はフランスでは市場 の3%,
イ タ リアで は僅 か に1%に 制 限 され,そ して英
国,ス ペ イン,ポ ル トガルで も販 売を制 限 され
た。 これ とは対照的にEFTA市 場(欧 州自由貿易
連合)で の 日本 車のシ ェアはほぼ30%であった。
また他 の製品の貿易に影響を与 える,そ の他多 く
の双務的措置があ ることは周知の とお りである。
こ うした背景を見 ると,1992年を 目指 して進 め
られ てい るEC統 合がある種の不安 を持 って見 ら
れても不思議でないだろ う。単一市場形成 の最初
の推進力 は自由化市場 であった。EC域 内貿易 に
対す る関税 は撤 廃 され たが,多 くの非関税 障壁
と,資 本,企 業,労 働 の移動 に対す る制限が残 っ
てい る。 これ らを撤廃 し,共 通の規制 を導入 し,
真の単一市場 が形成 されねぽならない。我hは 皆
自由化 に賛成 である!し か し共同体域内での ア
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クセスが自由であった一方,域 外か らのアクセス
は ど うで あった だ ろ うか。 また"要 塞 ヨーロッ
パ"は 出来上が ったであろ うか。 ダンピソグ防止
規制が きつ くされた り,ま た原産地 の規定が厳 し
くされた り,さ らにまた徹底的な海外相互主義に
対す る要求が全 ヨー ロッパ銀行業務 に成 されたた
めに,米 国人 と日本人は非常に用心深 くなって き
た。 しか し1989年中には,こ れ らの懸念 もおそ ら
くな くなると思われ る。 ヨーロッパ委員会の主要
ポジシ ョソは 自由経済主義者達 によって占め られ
ることにな った。オ ラソダ人の自由経済主義者 ア
ソ ドリーセ ンは対外関係委員 にな り,西 ドイ ツの
マルテ ィン ・ベ ソジ ャマンは産業,域 内市場関係
委員にな り,英 国の レオ ンブリ トンは競争促進政
策委員に任命 された。 この三人の委員は開放 され
た ヨmッ パを促進 してきたので,そ の政策は北
方 地域 即 ちEC主 要 国,西 ドイ ツ,英 国,デ ン
マーク,オ ランダに支持 され るよ うになった。結
果 としてs"エコノ ミス トr誌の言葉を借 りれぽ,
"驚くよ うな開放市場 があわた だ しくお膳立
て さ
れ ることになった"。
また,自 動車産業界で重要 な戦 があった。 自動
車 の単一市場を作 るプランの一部 として,委 員会
は,個hの 国の市場で輸入 され る日本車を管理す
るさまざまな双務協定を,は っきり制 限され固定
された期間に,一 般的規制 とい う計画に置 き換 え
る提案 を した。そ うする ことによ りmカ ル ・コ
ンテ ン ト(部品調達規制)を 廃棄 し,完 全 な市場
開放 を実現す ることがで きるからである。報告書
はベ ンジャマ ンに より作成 され,ア ン ドリーセ ン
とレオンブ リトンによ り承認 された。それによる
とヨー ロッパ は要塞 ではな くむ しろパ ー トナーと
なる ことを示唆 している。 この主 なイニシァチ ブ
は委員会 からもた らされたものである。最初,こ
の問題 につ いて自動車産業界は2つ に分 かれた。
はじめ フランス,イ タ リア,ス ペインと北部の 自
由主義的 な西 ドイツ,英 国,デ ンマーク,オ ラン
ダとが対立 したが,最 近産業界 はまとまってその
計画に反対 してお り,現 在は長期の不明確 な調整
局面 にある。
一方,日 本 の産業 は成行 きに委 せ るので はな
一180一 世界経済の見地からみた日英関係
く,EC内 に核 とな る生産 基 地 を確 立 す るた め に
大 き な投 資 を続 け てい る。 そ こで,日 英 間 の関 係
に も う一 度 た ち戻 ろ う。 日本 の 自動車 産 業 の三 大
企 業 は英 国 に工 場 をす で に設 立 して い るか,あ る
い は そ の 計 画 を も って い る。 これ は 英 国 経 済 に
と って非常 に大 きな 出来 事 で あ る。 なぜ な らば,
これ に伴 う雇 用 の増 加 と,国 際収 支 改善 に好影 響
を もた らす も の で あ る か ら で あ る。 自動 車 産 業
は,か つ て英 国 の輸 出 に重 要 な貢 献 を した産業 で
あ ったが,需 要 に対 す る調整 に失 敗 し,そ の た め
輸 入 の増 大 は 国際 収支 赤 字 の増大 を もた ら した。
1988年に は 自動 車 の輸 入 は英 国の貿 易赤 字 の30%
に も達 し,特 にそ の ほ とん どが対 ヨー ロ ッパ 貿 易
に お け る もの で あ った。 今 日本 の メー カ ーが英 国
の救 済 者 に な ろ うと して い る。1994年迄 に ホ ン
ダ,ト ヨタ,日 産 が英 国 で 少 な くと も400万台 を
生産 し,ホ ン ダの マ ー クを付 けた 車 が ローバ ーの
工 場 か ら生 産 され るで あ ろ う。 おそ ら く 日本 企 業
は,1～2年 の間 に英 国 の 自動 車 生産 の三分 の一
を 占 め る 事 に な る だ ろ う。EconomistIntelli-
genceUnitの研 究 に よ る こ の 一 つ の 結 果 は,
1995年まで に 日本 は西 ヨー ロ ヅパで の新 車 の販 売
の18%を 占め るで あ ろ うとい うこ とで あ る(現 在
は11.3%である)。 日本 の 各 自動 車 メ ー カー は,英
国 で 生産 す る生産 台数 の二 分 の一 か ら三 分 の二 を
ヨー ロ ッパ大 陸 へ輸 出す る計 画 で,し か も少 な く
ともEC内 部 で80%を供 給 で き るで あ ろ うと予 測
して い る。 ま た,ダ ーバ イシ ャーの学校 で は 日本
語 の授 業 が行 わ れ よ うとして い る。 カル ソニ ック
は,ラ ネ リー ・ラジ ェー タ ー ・ホ ール デ ィソグを
買 収 し,西 ドイ ッの部 品 メ ーカ ーで あ るボ ーシ ュ
は一 億 ポ ソ ドを サ ウス ウ ェール ズに あ る英 国の工
場 に投資 を決定 した。
英 国 へ の影響 として,こ うした投 資 は 自動 車産
業 の国 際収 支赤 字 を解 消 す る こ とが で き ない に し
て も,十 分 に軽 減 させ る事 が可 能 で あ る と考 え ら
れ る。最 近 の 野村 証券 に よる調 査報 告 は,増 加 す
る 日本 の投 資 活動 のた め の分野 として,コ ンパ ク
トデ ィス ク ・プ レイヤ ー,ビ デ オ レ コー ダ ーの ほ
か に コソ ピ ュー タ,セ ミコソ ダ クタ ー,事 務機 器
を選 定 した。 そ して2000年迄 に 日本 の企 業 は英 国
の産業 の生産高の10%を占め るであろ うとの予想
を行 った。その報告 は 日本企業の存在が英国の生
産力を刺激 し,イ ソフレを軽減 し,ま た国際収支
を改善 し(短期的効果はマイナスだが),金利 が5
ポイン ト下が るのを可能 にし,そ して結果 におい
てGNPを 約10%上昇 させ るであろ うとの予測を
たてている。 しか し,そ の報告書に対す る疑問が
ないわ けではない。 とい うのは,そ の報告書 は,
最近 の 日本 か らの投 資 の急 増 に基 づい て推定 を
行 ってお り,そ の投資 のほ とん どは1992年のEC
統合を 目標 としているか らであ る。円高 と米国で
の保護主義的傾向は,有 力 な 日本 の実業家達 が,
ヨーロ ッパへ投資を行 う理 由としてあげている。
しか し何故特 に英国を選択す るのであろ うか。1
つ には英語 に強 く!ま た ゴルフコースがある!か
らだ と人hは 指摘す る。が,英 国の賃金水準は ド
イッよ り70%,フラソスよ り20%も低 く,技術 レ
ベルは,た とえぽスペイソよ り遙かに高い。 これ
らの ことが,決 定要素 であるように も思われ る。
この様 な投資の浮動性 に対 し,い くらかの警告
もなされている。 しか し概 して米国では対 内投資
に対 し,多 少,外 国人ア レルギー的な反応 がある
の に対 して,英 国では 日本 の投資 を歓 迎 してい
る。 それは2国 間の経常収入赤字を相殺す る事に
なるので,1986年に戻 ってみて も,英 国 と日本の
国際収支はバ ラソスが とれていた ことがわか る。
しか し2国 間のバ ランスよ りも重大 なことは,雇
用への影響であ り 投資 の多 くは失業率の高 い
地域(ウ ェールズなど)へ 集 中 して い る,そ
して生産力や国際収支への影響であった。
この投資 は,英 国の姿勢 を自由主義 ヨー ロッパ
の方向に,歩 み寄 らせ るだろ うと考 えられ るか も
しれ ない。た とえばローカル ・コンテγ ト(部品
調達規制)は 英国製品に利益 をもた らす ものであ
り,輸 入割当の廃止は英国の生産 よりも,日 本の
生産 に対 し,よ り広 い市 場 を提供 す ることにな
る。
前 にも強調 した様 に,英 国の政策 は開放 された
ヨー ロッパを押 し進めるものであった。 これ は基
本的 に現在 の政府 の経済政策 と一致 してお り
市場開放のキャンペーンで,英 国 はデソマーク,
世界経済の見地からみた日英関係
西 ドイツ,オ ランダと提携 している こうした
経済政策 は明 らかに米国 と日本 の行動 か らの影響
を うけていると思われる。 また,日 本 におけるい
くつかの最近 の行動は広 く知 られ ている。た とえ
ば4月 からのス 頴ッチ ウイスキーに対す る 日本 の
減税 は,英 国,と りわけスコ ットラン ドに関心 の
あることであ る。 とい うのは,1989年前半期 での
販売を39%増加 させたからだ。 また,防 衛庁 に よ
り購入 され る3機 のBAe-125sは米国以外の国か
ら買 う初の軍用機である。輸入家電製品小売市場
の緩やか な開放は,佐 藤無線 などの小売店や,ス
イスのエ レク トラ ックスと提携 しているシャープ
による両方 の決定を通 じて,ま た広 く知 られ るよ
うになった。小売業者の輸入品のス トックを増や
すために,日 本政府 よ り計画 されている関税引 き
下げが,ヨ ー ロッパ と米国の輸出業者 による日本
の流通 システ ムに対 す る不満 を緩 らげ るで あろ
う。 この よ うな措置 は ヨーロヅパ とのパ ー トナー
シ ップを促進す るにちがいない。 た とえぽ,東 京
株式取引所 に英国の金融会社が進 出す る方法等に
不満 は残 っているがsこ れまで 日本政府の対策は
自由でオ ープンな ヨーロ ッパを押 し進め るのに役
立 って きたのである。 しか しなが ら最近 の選挙に
おける自民党の敗退 は,貿 易の 自由化を遅 らせた
り,又 は逆転するのではないか とヨmッ パのあ
る筋では懸念する向きもある。
本稿 では,商 品取 り引 きと投資 を中心 に述べた
ので,サ ー ビスに関 してはほとん どふれていない
が,第3次 産 業 は さらに重要 にな る と考 えられ
る。 これ らは,特 にGATT(関 税及び貿易に関す
る一般協定)に 盛 り込 まれ る場合には国際交渉 に
おいて,明 らかに問題 となるであろ う。
我hは 今,岐 路 に立 っている。歴史は,こ のシ
ステムを開放的 に し,多 角主義 を維持す るのに有
利 な安定状態を作 り出すためZ'覇 権を必要 とし
た ことを示 している。 国際機関は理論的 に この よ
うな役 割 を果 たす か も しれ な いが,GATTや
IMFは主要 国や主要 グループが,そ うしよ うと
思 って,管 理貿易や双務主義に乗 り出 した場合 に
は,そ れを阻止す る十分 な権限を もっているとは
思 われ ない。1970年代 の主要 産業 の リス トラク
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チ ュア リングの繰 り返 しは,抑 えられ ない事態を
引 き起 こす ことがあ るか もしれない。固定相場制
のもとでは,経 常収支均衡を実現す る自動調整的
な力が働か ない とい うことを歴史 は示 している。
そ して変動相場制で さえ も,1970年代 に提唱者 が
予想 していた よりも,ず っと遅 くにしか作用 して
こない とい うことが明 らかになった。 しかしなが
ら,米 国が赤字への対処 に失敗 し,日 本 も黒字 を
軽減す ることが 出来 ないならば,開 放的 な国際経
済体制 は脅かされ るにちがいない。疑 いの余地 な
く日本の投資 は この問題を包み隠 して きたが,ど
の位 の期間 これ を,支 えられるか?ど れ程貸 出国
に受 け入れ られ,又 受入国にはど うであろ うか。
46の米国の州が 日本 に投資 させ よ うとして東京 に
オ フィスを構 えているがs米 国の議会で は,い ろ
いろな異なった考 え もあ る。 スコ ッ トラン ドの言
葉 に"我hは 興味深 い時代 に生 きている"と 言 う
のがあるが,日 英間 の将来 の経済関係が進行 して








現 職 ボ 一ーツ マ ス 大 学 経 済 学 部PrincipalLec・
tuner































そ の 他 著 書,論 文 多 数 。
